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「東京都新型コロナウイルスワクチン接種促進支援事業」 

に関する要望書 

貴職におかれましては、新型コロナウイルス感染症への対応にご尽力のこと、心からの

敬意を表します。 

厚労省の財政支援を受け、東京都において実施されていた「東京都新型コロナウイルス

ワクチン接種促進支援事業」（以下、協力金）は、給付金対象期間が７月末までで終了して

います。 

ワクチン供給不足による接種遅れが生じている中で、厚労省は 10 月から 11 月にかけて

希望する全ての国民への接種を終えることを目的に、6月 18 日付で事務連絡を新たに発出

しており、当初７月終了予定であった協力金の対象期間を当面の間継続し、少なくとも 11

月まで延長することを明記しました。また、接種対象者についても、「希望する高齢者」か

ら「希望する全ての国民」へ拡大しました。この事務連絡を受け、すでに他県では交付対

象期間を 11 月末日まで延長し、接種実績となる対象者の年齢制限も撤廃する動きが生じて

います。 

都では数千人規模の新規感染者が連日発生しており、感染拡大傾向に歯止めがかからず

深刻な事態となっています。このような中で貴職も「ワクチンを若い人にも早く接種して

ほしい」と述べるなど、接種の加速化と対象の拡大を喫緊の課題として取り組まれている

と承知しております。 

しかしながら、都内の医療機関においては８月以降協力金を受け取ることができず、申

請等が再開されたとしても接種実績対象が都内在住の高齢者に限定されている現状は、貴

職の発言や厚労省事務連絡の趣旨に沿ったものとは考えられません。円滑なワクチン接種

を実施していくために必要な協力金を８月以降も医療機関が受け取れるよう、以下の項目

の実現を強く要望します。 

記 

１．厚労省から発出された 2021 年 6 月 18 日付事務連絡に基づき、「東京都新型コロナウイ

ルスワクチン接種促進支援事業」の協力金交付対象期間を、先ずは 2021 年 11 月末日

まで延長すること。 

２．「65 歳以上で都内在住の高齢者」のみとしている接種実績対象について、事務連絡の趣

旨に基づき、全ての被接種者を対象とすること。 

以上 


